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〈要旨〉

　経済のグローバル化に伴い，経済活動が一国内にとどまらず複数国・地域内に波及する

ようになった。特に製造業においては，中間財の調達と最終財の生産・消費が同一国で

完結することは稀である。本稿では家電製品に多く使用される電気機械等で相互依存関係

を深める関西・台湾の両地域を取り上げ，地域間産業連関表を作成することで産業別の投

入・産出関係を把握することを目的とする。分析の結果，両地域は機械産業における交易

関係が強いことが明らかになった。
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１．はじめに

　経済のグローバル化に伴い，経済活動が一国内にとどまらず複数国・地域内に波及する

ようになった。スピルオーバーは国境を超えて発生している。消費サイドからみれば，日

常生活において外国製の製品なしで過ごすことはもはや不可能であろう。生産サイドから

みても，全ての原材料を一国内で調達するということは現実的な目標ではない。特に製造

業においては，中間財の調達と最終財の生産・消費が同一国で完結する場合は稀であろ

う。

　日本国内の各地域においても，それぞれ産業構造の特色から国外との交易関係には地域

ごとの特色がみられる。例えば，自動車産業が集積する中部地域では最終財を需要する米

国向けの輸出が20.7％と全国平均の15％を上回る。一方，電気機械・一般機械産業が集

積する関西地域では，最終財の生産地であると思われる台湾への輸出が日本の他地域と比
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較して多い。大阪税関管内からの輸出額でみると，関西地域から台湾への輸出額は輸出総

額の9.3％と全国平均の6.2％を上回っており，台湾経済との依存関係が高いことがうかが

える（図1）。

　このような産業別の財・サービスの移動とその波及効果を把握するためのツールのひと

つとして，産業連関表がある。特に近年，国際的な財・サービスのやり取りを把握するた

め，複数国・地域間の地域間産業連関表（マルチ表）の作成の取り組みが始まっている。

産業別交易の実情を把握するためのツールのひとつとして作成されているが，国と国との

作表は多くあるものの，日本国内の地域ブロックと国外との作表は少ない。データの制約

が多いのは事実であるが，国と地域ブロックとの交易の実態を知ることは，わが国で進展

する地方分権の動きを踏まえても有用である。そこで本稿では，台湾経済との交易比率の

高い関西経済に着目し，両地域の地域間産業連関表を構築したうえで，台湾との交易の相

互関係を明らかにする。

　本稿の構成は次のとおりである。第2章では国際間の産業連関表の作表事例を整理し，

その中でもアジア圏を対象とした産業連関表を利用した近年の先行研究を挙げる。第3章

では関西地域と台湾の産業連関表の作成方法を示す。第4章では完成した表を利用して産

業構造比較を行う。第5章はまとめと今後の課題である。

図1　各地域の輸出相手先別シェア

注：貿易統計での関西は滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県をさす。

資料：財務省「貿易統計」2011年版
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２．日本国内の国際産業連関表の先行研究

　日本国内と海外の国・地域との国際間産業連関表は，主に経済産業省とジェトロ・アジ

ア経済研究所（以下アジア経済研究所）によって作成されている（表1）。日本国内の産

業連関表が西暦年の下一ケタが0と5の年を基準として作成されていることに準じて，5年

おきの作表となっている。

　経済産業省は欧米諸国との国際産業連関表を中心に作成してきた。複数国間の国際表は

日本・米国・ＥＵ・アジアの複数国間表が作成されている。いずれも継続して作成され

ているのは5年おきに公表された1990年表までであり，1995年以降も作成されているの

は日本・米国表のみである。近年では，これまでアジア経済研究所が作成してきた日本・

中国表が2007年版で公表されている。アジア経済研究所は日本とアジア諸国との2国間国

際産業連関表を作成するほか，アジアの複数国と日本との産業連関表を作成している。

2000年表以降は中国表との連結に力を入れており，中国を7地域間に分割して8地域の日

本の地域間表と連結した日本・中国地域間表を作成している。また現在，日本・中国・韓

国の3国間の2005年産業連関表を作成中であり，2013年に公表予定とされている1)。

　研究者による作表では，石川（2008）による2000年表の九州表とアジア表の連結があ

る。九州産業連関表およびアジア国際産業連関表から韓国，中国，米国，その他アジアを

統合し，かつ九州以外のその他日本地域が内生化されている。九州地域が中国，韓国との

結びつきがその他日本地域と比較して強いことが明らかにされている。良永（2012）は

バルト諸国を加えたEU22カ国の2005年国際産業連関表を作成し，二酸化炭素排出構造の

分析を行っている。

　このように，1990年表までは経済産業省，アジア経済研究所ともに2国間表（バイ表）

の作成が多く行われていたが，2000年表以降ではバイ表は減少し，代わって複数国・地

域表（マルチ表）の作成が主流となっている。特に生産面でグローバル化が進行し，複数

国・地域間での部材の交易関係が増加している現状を反映したものと思われる。

1) http://www.ide.go.jp/Japanese/Research/Project/2012/b203.html
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表1　国際産業連関表の作成状況

1985 年 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2007 年

経
済
産
業
省
作
成

日本・米国 ○ ○ ○ ○
日本・英国 ○ ○

日本・フランス ○ ○
日本・ドイツ ○ ○

日本・米国・EU・アジア ○ ○ 未公表
日本・中国 ○

ア
ジ
ア
経
済
産
業
所
作
成

アジア ○ ○ ○ ○
日本・中国 ○ ○
日本・韓国 ○ ○
日本・台湾 ○ ○

日本・中国地域間 ○
中国多地域間 ○

日本・中国・韓国 △
石
川

九州・中国・韓国・
その他アジア・米国

○

　国際間産業連関表を用いた分析として，米本他（2008）は日中地域間アジア国際産

業連関表を利用して日本8地域・中国7地域間のGTAPモデルを作成し，経済連携協定

の締結・港湾投資による輸送コストの削減のシミュレーションを実施している。福井

（2012）はアジア経済研究所の日中地域間国際産業連関表を用いて両国の生産誘発効果

を計測した後，特に関西ブロックを取りあげて生産誘発効果を分析している。ただし，こ

の表では韓国と台湾は“East  Asia”とひとくくりにされており，独立した分析はなされ

ていない。石川（2012）は1985年，1990年，1995年，2000年のアジア国際産業連関表

を利用して日本，中国，韓国の中間投入・産出関係を明らかにしている。

　以上より，日本と海外の特定国もしくは複数国の国際間産業連関表は，公的機関による

作表が中心であり，それを利用した先行研究が存在する。しかし，日本の単一「地域」と

海外の単一「国」または複数地域との国際間産業連関表の作表および利用は，九州とアジ

ア圏を対象とした2008年の石川論文が代表的と言える。

３．関西・台湾産業連関表の開発と推計方法

３－１　利用したデータ

　本稿の作表の基本方針は，近畿経済産業局の近畿産業連関表2)と台湾統計局の台湾統計

2) 近畿経済産業局が公表する産業連関表の名称は「近畿」表であり2府5県（福井県，滋賀県，京

都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県）を対象としている。なお，今後の分析の拡張可能性

を踏まえて，同じ2府5県の地域を「関西」と呼んでいる。
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表を結合することである。また，関西以外のその他日本（ROJ)を推計するために経済産

業省の平成17年9地域間産業連関表を利用する。対象年次は2012年時点で利用できる最新

年である2005年，最終的な産業部門数は53部門とした。ただし，作成過程での産業分類

は近畿表の80部門および台湾表の166部門（2006年基本表）を利用している3)。最終的に

は近畿表の53部門を基準に台湾表の166部門を対応させるよう統合した。産業部門の詳細

は文末の付表を参照されたい。また，金額評価は日本円評価に統一した。

　図2は関西・台湾表の基本フレームを図示したものである。

図2　関西・台湾表の基本フレーム

　地域間産業連関表において最も重要なステップは地域間交易のデータの推計である。地

域間産業連関表における交易関係を推計するにあたっては，通常①輸出と移出の分割（輸

入と移入の分割）②輸出先を分割した輸出ベクトルの導出の２種類の作業が必要となる。

ただ2005年の近畿表は輸出と移出が分割されているため，①の推計は必要ない。

　第一次産業・第二次産業における②の導出方法については石川（2008）にならい，国

土交通省の「国際航空貨物動態調査4)」と「全国輸出入コンテナ貨物流動調査」を利用す

る。前者は航空貨物の都道府県別の発送地と最終仕向地が重量ベースで明らかにされてお

3) ただし，166部門を用いても最終的に統一した52部門より粗い部門も存在した。例えば自動車

部品部門は台湾表には表章されていない。部門統合だけでなく，ある基準で部門を分割する必要

があるかもしれない。

4) 航空貨物のピークは，輸出の場合9月から翌年3月にかけて，輸入の場合は年度末の3月と年末

の11～12月がピークとなる。また週の中でも貨物の増減があるため，調査日は通常の量的変動と

みなせる11月中の水曜日とされている。
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り2年おきに公表されている。後者は船便貨物の地域ブロック別の発送地と最終仕向地が

重量ベースで明らかにされており，5年おきに公表されている。輸出入額を表す統計とし

ては財務省の「貿易統計」が通常利用されているが，これはあくまで該当の税関を通関し

た輸出入額であり，その地域で生産された額とは一致しない。本研究ではコンテナ貨物と

航空貨物の割合を利用するにとどめる。

　国際航空貨物調査は2007年と2005年の平均を，全国輸出入コンテナ貨物流動調査は

2008年と2003年の平均を利用する。これは2つの統計が全数調査でないことと，産業連

関表の基準年と合致しない場合があるため係数の安定性を確保するためである。

３－２　関西と台湾の地域間取引の推計

　本節では関西とその他日本，台湾との取引を推計する。第一次産業と第二次産業（1農

林水産業から33その他の製造工業製品まで）の台湾から関西への地域間取引係数は以下

のように表される。これを台湾表の輸入マトリクスに乗じて，関西とその他日本・その他

の国への輸出額に分割する。

その他日本の取引額は貿易統計の日本・台湾の取引額から上記で推定された取引額を減じ

て算出した。

　第三次産業（36電力から53その他）については，両国の出入国者数を記録した法務省

「出入国管理統計」を利用すると想定した。多くの第三次産業の移出は，域内を訪れた旅

客によるサービス消費とみなせるためである。ただし，2001年の出入国カードの廃止に

ともない地域別の出国者数が不明となっている。また，外国人が入国した港のある地域で
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消費活動を行うとも限らない。そこで台湾からの関西，その他日本への入国に関しては観

光庁「宿泊統計」で入国した地域別の台湾人数で按分することとする。「宿泊統計」は宿

泊地ベースでの滞在が判明するので，夕食など単価の高いサービスの購入が行われている

地域を想定しやすい。このため第三次産業の域外在住人（外国人含む）による消費を推計

するにあたり信頼に足る統計と判断したためである。日本からの出国に関しては国土交通

省「国際航空旅客動態調査」を利用する。これも係数の安定性を確保するため，2007年

と2005年の平均を利用する。なお，関西社会経済研究所（2012）が指摘するように，以

下の産業はその性質より国外や地域外からの輸移入が存在しえない部門として，輸移入を

ゼロ（自給率100％）として扱う。該当する部門は建設，電力，ガス・熱供給，水道・廃

棄物処理，不動産，住宅賃貸料（帰属家賃）の6部門である。

　以上分割した部門を図2のそれぞれの枠に配置したが，それだけでは各部門の行和と列

和が一致しない。そこで関西表における台湾への輸出と，台湾表における関西からの輸入

の不突合を，関西のその他世界への輸出に含めて不突合項目とした。同様に，台湾表にお

ける関西への輸出と，台湾における関西からの輸入の不突合を吸収する項目を，台湾のそ

の他世界への輸出に含めて不突合項目とした。

４．関西・台湾産業連関表の応用

４－１　関西・台湾の産業構造比較

　3節で展開した前提に基く推計を行い，産業を1部門にまとめたものが，表2の関西・台

湾産業連関表である。関西地域の生産額は145兆6891億円，関西以外のその他日本の生産

額は395兆6991億円，台湾の生産額は41兆2528億円となった。

　関西を中心にみると，台湾の内生部門への産出額は1兆1562億円，台湾を除く世界への

輸出額は11兆716億円である。総輸出額にしめる台湾へのシェアは10.4％となる。総輸入

額にしめる台湾の割合は2.3％であり，関西の大幅な輸出超遇であることが分かる。つま

り，関西の貿易構造に台湾は大きな正の貢献をしているとも考える。また関西の内生部門

は台湾から1836億円，台湾以外の世界から7兆6637億円の投入を受けている。

表2　関西・台湾産業連関表（単位：100万円）
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４－２　生産波及効果の比較

本節では，産業連関表の構造を確認するために，テスト的なシミュレーションを行い生産

誘発効果をみる。非競争輸入型産業連関表における均衡産出高モデルを考えると，

と表される。ここで，Xは生産，Ad は国内財投入係数，Fd は国内最終需要，Eは輸出，M

は輸入，Am は輸入財投入係数を表す。このとき，国内最終需要Fd による生産誘発額，付

加価値誘発額，輸入誘発額はそれぞれ次のように計算される。

　ただし，V^ は部門別付加価値率を主対角要素とする付加価値率行列，B ＝ ( I ーAd )
-1

はレオンチェフ逆行列を表す。ここで，最終需要により誘発された付加価値と輸入の総和

は，輸出総額に等しい。つまり，

と表される。eはすべての要素が1の横ベクトルを表す。国際産業連関表でも同様の関係

を利用して，一定額の最終需要に対する生産誘発額から付加価値と輸入の貢献度を測るこ

とができる。ここでは，関西の全53産業に1単位ずつの新規需要が発生したと仮定し，テ

ストシミュレーションを行った。

　図３は関西の各産業に１単位の需要が生じた場合に起こる生産波及効果の台湾に対する

割合を12産業にまとめた結果である。台湾の機械産業への総波及効果は1.69％，その他

の製造業へは1.49％となった。，その他製造業の台湾に対する効果が高いのは，2000年

代以降の関西・台湾両地域に電気機械産業が集積しており，産業構造が機械産業に傾斜し

ていることが原因と考えられる。また，商業部門への総波及効果は1.74％と12産業中も

っとも高い値を示した。これは関西からの製造業の輸出が増加することに伴い，卸売・小

売業への波及効果があるためである。広告や賃貸サービスを含むサービス産業への効果も

機械産業と同様に高いことが明らかになっている。
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図3　関西に生じた需要の台湾に対する生産波及効果

５．まとめ

　本稿では，わが国の中でもアジア経済と結び付きの強い関西地域を取り上げ，中でも製

造業中心に活発な交易が行われている台湾との関係を，地域間産業連関表を構築すること

で明らかにした。日本の一地域と海外の一国との地域間産業連関表は統計の制約などから

先行研究が少ないが，２地域の産業連関表が揃えばノンサーベイ法で作成が可能であるこ

とを示した。国境を越えた経済取引をとらえ，そのフィードバックを把握することは現状

の地域経済を把握するためには欠かせない。

　とはいえ，前例の少ない試みであるがゆえに，多くの課題が残されている。国と国同士

の交易関係であれば「貿易統計」，一国内での地域間の交易関係は「商品流通調査」な

ど，詳細な一次資料から把握することが可能である。しかし，地域ブロックと国という組

み合わせではこれらの資料を有効に利用できない。加えて本稿で利用した「国際航空貨物

調査」は11月の1日間調査であるため，1年間の経済取引を示した産業連関表と整合的で

はない部門が存在している。次善策として「国際航空貨物調査」と別の統計資料を組み合

わせて対応する，といった方法が考えられる。また，日本と台湾の産業連関表の基準年度

の違いを修正する必要がある。

　また完成した産業連関表を利用して詳細な乗数分析を行い，パフォーマンスを確認する

必要もある。関西地域には，世界的な家電メーカーの本社および工場が集中しており部材

などの輸出も多い。このような現状を反映し，製造業に特化したシミュレーションを実施

するなどの例が今後考えられる。地域活性化に向けた分析を行うためには，こうした作業
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を通じて分析の堅牢性を確保する必要があろう。

　なお，得られた結果を政策に反映させるには，産業振興政策の担い手の中心となる都道

府県との連携が求められる。今回は関西地域として複数の府県の集合体を１地域として扱

ったが，最終的には府県別に台湾との依存関係が明らかになるような分析ツールを考案す

るべきと考える。
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付表　台湾産業連関表と近畿表の部門対応表
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付表　台湾産業連関表と近畿表の部門対応表（続き１）



関西・台湾産業連関表の開発

93

付表　台湾産業連関表と近畿表の部門対応表（続き２）
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付表　台湾産業連関表と近畿表の部門対応表（続き３）




